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研究成果の概要（和文）：本研究では、全国の病院の退院支援看護師（DPN）を対象に質問紙調査を実施し、所
属病院の退院支援に関するシステム整備へのDPNの関与状況を把握した。さらに、病院の退院支援に関する実践
状況をアセスメントするシートを開発して、システム整備が途上の急性期病院1施設に介入を行い、アセスメン
トシートの有用性を確認した。このアセスメントシートを他の病院で用いることで、病院の退院支援に関する現
状や問題を的確に把握でき、効果的・効率的に退院支援システムを整備することに寄与できると考える。

研究成果の概要（英文）：In this study, a questionnaire survey was conducted with hospital discharge 
planning nurses (DPNs) in hospitals across Japan in order to understand the DPNs’ involvement in 
maintenance of the hospital discharge planning system at affiliated hospitals. In addition, an 
assessment sheet was developed to examine the actual state of hospital discharge planning in 
practice. This was followed by an intervention at an acute care hospital where the discharge 
planning system was being developed, in order to confirm the effectiveness of the assessment sheet. 
Results showed that using the assessment sheet at other hospitals can provide an accurate 
understanding of the current situation of and problems surrounding hospital discharge planning, and 
contribute to effective and efficient maintenance of hospital discharge planning systems.

研究分野： 医歯薬学
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1. 研究開始当初の背景 
近年医療費高騰の抑制策として、在院日数

を短縮し、在宅療養を推進する動きが強まっ
ている（厚生労働省, 2016）。医療の質を保証
した上で患者が適切な時期に病院を退院で
きるようにするためには、退院支援が不可欠
である。退院支援は、「個々の患者・家族の
状況に応じて適切な退院先を確保し、その後
の療養生活を安定させるために、患者・家族
への教育指導や諸サービスの適切な活用を
援助するように病院においてシステム化さ
れた活動・プログラム」と定義されている（手
島, 1999）。つまり、「退院支援が必要な個々
の患者に漏れなく適切な支援（以下、個別支
援）」を実施するためには、「病院の退院支援
に関するシステム整備（以下、システム整
備）」が重要となる（医療経済研究機構, 2007）。
システム整備の具体的な例としては、病院の
退院支援の流れを示したフローシートや、退
院支援が必要な患者を早期に特定するため
のスクリーニング票の開発などがある（医療
経済研究機構, 2007; 戸村, 2013）。2016 年度
の診療報酬改定では「退院調整加算」が「退
院支援加算」に改定され、システム整備に対
する評価が高くなったため（厚生労働省 , 
2016）、システム整備に取り組む病院が増え
ていることが予測される。 
病院の退院支援部署等におり退院支援業

務を専従・専任で行う退院支援看護師
（discharge planning nurse: DPN）は、個別支
援に加え、病院内で中心メンバーとなってシ
ステム整備を推進する役割も期待されてお
り（篠田, 2012）、DPN を対象とした教育プロ
グラムにもシステム整備に関する項目が含
まれている（山田ら, 2010）。全国の 100 床以
上の病院における退院支援の実践状況に関
する調査では、システムの整備状況と DPN
を配置していることが有意に関連していた
が（戸村ら, 2017）、実際に DPN がシステム
整備に関与しているかは明らかになってい
ない。また、システムを導入してもうまく運
用されていない例も多く（戸村, 2013）、効果
のあるシステムを整備することが喫緊に求
められている。システム整備を先進的に行っ
ている病院をヒアリング調査した研究では、
効果的なシステムを整備するためには、病院
長などの幹部職と、DPN などのシステム整備
の中心メンバーの両者が、病院内外の退院支
援に関する状況を的確かつタイムリーに把
握し、病院の特徴を踏まえ、病院のスタッフ
が退院支援における各役割を自覚し確実に
遂行できるしくみをつくる必要があること
が示唆された（戸村ら, 2016）。しかし、退院
支援に関する病院の状況を網羅して把握で
きるようなツールは開発されていない。 
以上より、効果的・効率的に病院の退院支

援に関するシステムを整備できることを目
指し、以下の研究を実施することとした。 

 
2. 研究の目的 

(1) 全国の 100 床以上の病院に勤務する DPN
に質問紙調査を実施し、DPN のシステム整備
への関与状況を把握する。（研究 1） 
(2) 病院の退院支援に関する実践状況を網羅
して把握することができる「病院の退院支援
に関する実践状況のアセスメントシート（以
下、アセスメントシート）」を開発する。さ
らに、そのアセスメントシートを用いてシス
テム整備が途上の病院に介入を行い、アセス
メントシートの有用性を検討する。（研究 2） 
 
3. 研究の方法 
研究 1）退院支援看護師による退院支援の実
践状況に関する全国調査 
(1) 調査対象者と調査方法 
全国の一般病床 100 床以上の全病院 2600

施設を対象とした「病院の退院支援の実態に
関する調査」（戸村ら, 2017）を、2012 年 11
月に実施した（回答数 831 施設 , 回答率
32.0%）。この調査で「DPN を配置している」
と回答した病院（497 施設 1080 名）のうち、
看護部長が本研究の参加を内諾した病院の
退院支援担当の看護師（439 施設 948 名）に
対し、自記式質問紙調査票を 2014 年 1 月に
郵送した。調査票の返送は回答者に直接投函
してもらった。 
(2) 調査内容 
①調査協力者の概要 
 年齢、看護職の経験年数、DPN の経験年数、
介護支援専門員（ケアマネジャー）の資格と
実務経験、訪問看護師の実務経験等を尋ねた。 
②病院のシステム整備の状況と、DPN のシス
テム整備への関与状況 
システム整備に関する項目は先行研究（戸

村ら, 2017）を基にし、さらに、システム整
備に中心メンバーとして関与している現役
DPN4名の意見を参考にして26項目を作成し
た（表 2 参照）。各項目の「所属病院のシス
テムの整備状況」と、整備している場合は「協
力者のシステム整備への関与状況」も尋ねた。 
(3) 分析方法 
 各変数について記述統計を求めた。分析は、
統計パッケージとして SPSS 23.0J for 
Windows を用いた。 
(4) 倫理的配慮 
研究対象者に調査の主旨、協力の任意性、

匿名性の保持等を書面にて説明し、返送をも
って同意とみなした。本研究は首都大学東京
荒川キャンパス研究安全倫理審査委員会の
承認（承認番号 13046）を受けた。 
 
研究 2）病院の退院支援に関する実践状況の
アセスメントシートの開発と有用性の検討 
 (1) 病院の退院支援に関する実践状況のア
セスメントシートの開発（表 1） 
病院の幹部職もしくは中心メンバーが、病

院の退院支援に関する実践状況を網羅して
把握することができるよう、アセスメントシ
ートを開発した。アセスメントシートの理論
枠組には、David FR の「戦略的マネジメント



のプロセスモデル」を用いた（David, 2000）。
そのプロセスには「戦略の策定」「戦略の実
行」「戦略の評価」の 3 段階がある。戦略の
策定では、病院が果たすべきミッションを設
定し、病院の外部・内部環境要因を分析した
上で、目標の設定や、目標達成の具体的なプ
ランの作成を行う。 

次に、これまでの退院支援に関する一連の
研究（戸村 , 2013; 戸村ら , 2016; 戸村ら , 
2017）をもとにアセスメントシートの項目を
作成した。項目毎に具体的な状況をアセスメ
ントシートに直接記入できるように枠を設
けた。また、各項目を分析した結果、特定で
きた問題について、「問題への対応状況」や、
「今後の目標・具体的な対応策」、「実施内容」、
「評価」も記載できるようにした。なお、各
項目の分析から問題抽出までの所要時間は 3
～4 時間を想定した。 

 
(2) 病院の退院支援に関する実践状況のアセ
スメントシートの有用性の検討 
 開発したアセスメントシートの有用性を
検討するために介入研究を実施した。 
①研究対象病院と研究対象者 

研究対象病院は、システム整備が途上の急
性期病院 1 施設とし、機縁法により選定した。
研究対象者は、研究対象病院で中心メンバー
としてシステム整備を行っている DPN 全員
（4 名）とした。 
②調査方法 

研究対象病院の看護部長に電話をした後、
本研究の書類一式を郵送し、研究目的や内容
の説明を行った。看護部長より研究協力の同
意を得られた後、各研究対象者に対し同様の
方法で連絡をとり研究の説明を行った。研究
対象者全員より本研究の協力者になること
の同意を得られたため（以下、協力者）、2017
年 2～3 月に病院のプライバシーの確保でき
る会議室にて研究会議を開催し、アセスメン
トシートを用いて介入を行った（表 2）。 

 
③調査項目およびデータ収集方法 
a. 研究協力者への事前調査 

 協力者の基本属性（年齢、看護師の経験年
数、DPN の経験年数等）について、無記名自
記式の事前調査票を各協力者に初回研究会
議までに記入してもらい、白紙の封筒に入れ
て研究代表者へ提出してもらった。 
b. 研究協力病院の退院支援に関する実践状
況と問題の把握 
研究会議において、協力者 4 名は研究代表

者とともに、アセスメントシートを用いて病
院の退院支援に関する現状の分析と問題の
抽出、問題への対応状況の確認までを行った。
研究会議では、研究者代表者が司会進行役を
務め、アセスメントシートの項目に添って質
問を行い、協力者が口頭で回答した。協力者
の負担を軽減するため、アセスメントシート
への記載は研究代表者が行い、内容に誤りは
ないか協力者の確認を得た。各項目を分析し
た結果から問題を抽出する作業は、各協力者
に実施してもらった。 
c. アセスメントシートを用いて分析をした
結果と、アセスメントシートの有用性の検討 
介入終了後、「アセスメントシートを用い

て病院の退院支援に関する実践状況を分析
した結果（利点、欠点）」と「アセスメント
シートの有用性に対する評価（使い易さ、項
目の網羅性等）」について、協力者にグルー
プインタビュー調査を行った。 
④分析方法 
分析は質的帰納法にて実施した。研究会議

中の会話や、介入後のインタビュー調査の内
容を協力者の許可を得て録音して逐語録を
作成し、アセスメントシートの記載内容や会
議録等の文書も全てデータとした。データか
ら「アセスメントシートを用いて病院の退院
支援に関する実践状況を分析した結果」と
「アセスメントシートの有用性に対する評
価」について記載されている箇所を抽出し、
それぞれ類型化した。 
⑤倫理的配慮 
協力者に対し初回の研究会議開始前に研

究目的、方法、倫理的配慮について口頭と書
面により説明し、書面にて同意を得た。また、
看護部長に対しても、病院としても研究協力
を断れることを口頭と書面で説明し、書面で
承諾を得た。本研究は首都大学東京荒川キャ
ンパス研究安全倫理審査委員会の承認（承認
番号 16068）と、研究協力病院の倫理審査委
員会の承認（承認番号 28‐27）を受けた。 
 
4. 研究成果 
研究 1）退院支援看護師による退院支援の実
践状況に関する全国調査 

648 名（回答率 68.4%）から回答を得て、
そのうち DPN ではない者等を除外し、
DPN479 名（50.5%）を分析対象とした。 
(1) 調査協力者の概要（表 3） 

DPN の基本属性については、平均年齢は約
48 歳、看護職の平均経験年数は約 24 年、DPN
の平均経験年数は 3.1 年であった。役職のあ
る者は約 6 割で、職位は看護師長・副師長が

表1　アセスメントシートの項目
項目数

ⅰ) 病院の理念、退院支援に関連した病院の役割・方針等 5
ⅱ) 病院を取り巻く外部の状況（退院支援に関連する国の

政策や制度の動向により病院に求められること、病院
が所在する地域や住民の特徴、地域の医療・福祉機関
の特徴と連携状況等）

13

ⅲ) 病院の内部の状況（病院の概要、入院患者の概要、
病院の専門職による退院支援の実施状況等）

28

ⅳ) システムの整備状況（幹部職による取り組み、退院支援
部署の有無、退院支援業務に従事するスタッフ等）

32

内容

表2　介入スケジュール
研究会議回数（所要時間） 会議内容

第1回開始前（30分）
・協力者への研究説明と同意、事前調査票の
回収

第1回（60分） ・アセスメントシートを用いた分析（項目ⅰ, ⅱ）

第2回（60分） ・アセスメントシートを用いた分析（項目ⅲ）

第3回（60分） ・アセスメントシートを用いた分析（項目ⅳ）

第3回～4回までの間
・各協力者が個別にアセスメントシートの分析
結果から、問題を抽出

第4回（30分） ・各協力者が抽出した問題と、対応状況の確認

第4回終了後（30分） ・協力者への介入後のグループインタビュー調査



最も多かった。ケアマネジャーの資格所有者
は 3 割弱で、訪問看護の経験者は約 2 割であ
った。DPN が所属する病院の概要は、平均の
病床数が約 450 床、一般病床在院日数が約 15
日、DPC 対象病院が約 8 割であった。 
(2) 病院のシステム整備の状況と、DPN のシ
ステム整備への関与状況（表 4） 

所属病院が整備しているシステムについ
ては、「病院内の看護師を対象とした系統
的・継続的な退院支援に関する教育体制（項
目⑦～⑩）」を整備していたのは 1～3 割と低
かった。また、「⑮個別支援の状況が一目で
把握できるチェックリスト等」と「⑱入院前
に、退院支援が必要な患者を把握するための
スクリーニング」を整備していると回答した
DPN は４割台であったが、その他の項目は 5
～9 割であった。各システムを整備している
病院の中で、システム整備に関与していた
DPN は、3 項目（⑦, ⑬, ㉖）以外は半数以
上であった。 

 

表3　調査協力者の概要 n=479
DPNの基本属性

性別　女性 472 ( 98.5 )
年齢 （歳） 47.7±8.1 (25-69）
看護職としての経験年数（年） 24.1±8.9 (2-49）
所属病院での看護職経験年数（年）21.3±9.7（0-47）
DPNの経験年数 (年) 3.1±2.7 （.1-17）

1年未満 69 ( 14.5 )
1年以上3年未満 184 ( 38.7 )
3年以上5年未満 116 ( 24.4 )
5年以上10年未満 90 ( 18.9 )
10年以上 17 ( 3.6 )

所属
退院支援部署 431 ( 91.3 )
看護部直属 34 ( 7.2 )
病棟 7 ( 1.5 )

役職　あり 302 ( 63.2 )
内訳 （複数回答）

主任 87 ( 18.2 )
看護師長･副師長 180 ( 37.7 )
看護部長・副部長 19 ( 4.0 )
その他 41 ( 8.6 )

医療福祉系の資格 （複数回答）
保健師 47 ( 9.8 )
ケアマネジャー 132 ( 27.6 )
社会福祉士 19 ( 4.0 )

在宅ケアの経験 （複数回答）
訪問看護師 106 ( 22.9 )
ケアマネジャー 51 ( 11.0 )

DPNの所属病院の概要
許可病床数　(床) 456.6±256.9 (100-1262)
一般病床平均在院日数 (日) 15.1±6.7 (5.6-108.0)
一般病床入院基本料区分

7対１入院基本料 374 ( 79.2 )
10対1入院基本料 91 ( 19.3 )
13対1入院基本料・その他 7 ( 1.5 )

病院形態　（複数回答）
DPC対象病院 371 ( 81.2 )
地域医療支援病院 180 ( 39.4 )
特定機能病院 88 ( 19.3 )
がん診療連携拠点病院 205 ( 44.9 )

注1）無回答を除く　　注2）表中の数値はn(%)またはmean±SD(range)

注3）退院支援部署所属：他の部署と両方所属している場合も含む

表4　所属病院の退院支援システムの整備状況と、調査協力者の関与状況 n=479

ｎ ( % ) n (

病院がシ
ステムを
整備して
いるDPN

中の%

) (

【再掲】
DPN

全数中
の%

)

①
退院支援専門スタッフが病棟を
ラウンドしている

329 ( 69.6 ) 244 ( 74.8 ) ( 51.9 )

②
退院支援専門スタッフが病棟の
定期カンファレンスに参加している

372 ( 78.5 ) 243 ( 66.0 ) ( 51.7 )

③
病棟に、「退院支援係（DP係）」を
配置している

247 ( 54.2 ) 135 ( 54.9 ) ( 29.7 )

④
院内に、退院支援に関するシステム
を構築するための委員会を設置して
いる

239 ( 50.7 ) 150 ( 63.0 ) ( 31.9 )

⑤
退院支援部署やDPN等の役割につ
いて説明する

389 ( 82.9 ) 265 ( 69.6 ) ( 57.5 )

⑥
退院支援に関する勉強会や事例検
討会を定期的に開催する

273 ( 57.7 ) 202 ( 75.9 ) ( 43.3 )

⑦
看護職のクリニカルラダーの段階に
応じて、退院支援の項目が教育プロ
グラムの中に位置づけられている

180 ( 38.9 ) 76 ( 42.7 ) ( 16.5 )

⑧
特定の看護師を選抜し、DP係となる
よう育てるための研修を行っている

164 ( 34.9 ) 102 ( 63.0 ) ( 21.8 )

⑨
特定の看護師を選抜し、DPNとなる
よう育てるための研修を行っている

76 ( 16.2 ) 51 ( 68.0 ) ( 10.9 )

⑩

DPNとして配属された新任者に対
し、マンツーマン体制など実践でト
レーニング期間を設けたり、フォロー
アップを行っている

146 ( 30.8 ) 73 ( 51.0 ) ( 15.5 )

⑪
病棟看護師の記録用紙（アセスメン
ト用紙等）に、退院支援に関する情
報の記載欄がある

398 ( 84.0 ) 218 ( 56.0 ) ( 46.9 )

⑫
在宅療養指導管理料に合わせた医
療機器や物品を準備するためのリ
スト等がある

263 ( 55.5 ) 159 ( 60.9 ) ( 33.7 )

⑬
患者・家族へ医療処置やケア方法
等を指導するためのパンフレットや
マニュアルがある

406 ( 85.3 ) 188 ( 46.4 ) ( 39.6 )

⑭
退院支援の手順を記したガイドライ
ンやフローチャート等がある

407 ( 85.7 ) 306 ( 75.4 ) ( 64.6 )

⑮
個々の患者の退院支援の状況が一
目で把握できるような用紙等がある
（チェックリストなど）

209 ( 44.4 ) 147 ( 70.7 ) ( 31.3 )

⑯
病院スタッフが、個別ケースについ
て退院支援に関する情報を共有で
きる仕組みがある（電子カルテなど）

388 ( 81.7 ) 226 ( 59.3 ) ( 48.3 )

⑰
退院支援専門スタッフが、外来患者
の在宅療養支援を行っている

318 ( 66.8 ) 190 ( 60.1 ) ( 40.1 )

⑱
入院前に、退院支援が必要な患者
を把握するためのスクリーニングを
実施している

212 ( 44.8 ) 144 ( 69.2 ) ( 30.7 )

⑲
入院後早期に「退院支援」を要する
患者を把握するための用紙等があ
る（いわゆる「スクリーニング」）

452 ( 95.6 ) 323 ( 71.9 ) ( 68.7 )

⑳
入院後早期に、退院に向けた計画
を検討するためのカンファレンスを
開催している

366 ( 78.0 ) 251 ( 69.3 ) ( 54.0 )

㉑
地域資源の開拓や情報収集、顔つ
なぎのために、病院から、地域の医
療機関等へ挨拶に行っている

353 ( 74.5 ) 193 ( 54.8 ) ( 40.8 )

㉒

病院で、地域の医療機関や在宅
サービス業者の職員を対象とした勉
強会や交流会を、定期的に主催して
いる

291 ( 61.1 ) 193 ( 66.8 ) ( 40.7 )

㉓

地域の医療機関や在宅サービス業
者等が開催する退院支援に関する
勉強会や交流会に、病院の職員
が、定期的に参加している

329 ( 69.7 ) 190 ( 58.3 ) ( 40.5 )

㉔
退院支援に関連する診療報酬を算
定するための手順書や書式等があ
る

353 ( 75.4 ) 248 ( 70.9 ) ( 53.3 )

㉕
退院支援の実績に関するデータ（支
援した患者数等）をまとめている

447 ( 93.9 ) 297 ( 67.2 ) ( 63.1 )

F ㉖
退院支援部署等に、DPNを配置して
いる

479 ( 100.0 ) 226 ( 49.1 ) ( 49.1 )

注1）無回答を除く
注2）カテゴリA：「病棟をベースとした退院支援担当者による支援体制の整備」
　　　　　　　　B：「退院支援に関与する病院内の看護師の役割に応じた教育体制の整備」
　　　　　　　　C：「個々の患者へ提供される退院支援の質を保証するためのしくみづくり」
　　　　　　　　D：「地域連携のためのネットワークの整備」
　　　　　　　　E：「退院支援に関する実績の蓄積・提示」
　　　　　　　　F：「入退院に関する部署の統合・多機能化、スタッフの増員」
注3）退院支援係：所属病棟で一般の看護業務を行いながら、退院支援業務の推進役になる看護師

システムの導入や改善に
関与した人

A

B

C

D

E

病院の退院支援に関する
システム整備の内容

カ
テ
ゴ
リ

項
目
番
号

所属病院
がシステム
を整備して

いる人



(3) DPN による退院支援の実践状況に関する
全国調査結果の考察 
 本研究の結果、システムを整備している病
院では、殆どの項目が半数以上の DPN がシ
ステム整備に関与している実態が明らかと
なった。病院の看護師への教育体制など整備
率が低いシステムもあり、DPN が中心メンバ
ーとしてシステム整備を遂行できるよう、求
められる能力を養成できる教育プログラム
の開発等の必要性が示唆された。 
 
研究 2）病院の退院支援に関する実践状況の
アセスメントシートの開発と有用性の検討 
 (1) 研究協力病院及び協力者の概要 
①研究協力病院 
 研究協力病院は、首都圏にある急性期病院
で、二次救急指定を受け、病床数は約 300 床、
平均在院日数は約 12 日、入院基本料区分は 7
対 1 入院基本料であった。退院支援部署は
1990 年代後半に設置していた。現在は、退院
支援部署と、地域の病院や診療所から患者の
紹介等を受ける前方連携部署を合わせてセ
ンター化し、一つの部署で入院から退院まで
の業務を担えるようにしていた。部署の所属
スタッフは、DPN5 名（1 名は非常勤）、社会
福祉士 5 名、事務職員 6 名であった。常勤の
DPN4 名が中心メンバーとしてシステム整備
に関与していた。 
②研究協力者 
 DPN4 名は全員女性で、年齢は 40～50 歳
代、看護職としての経験年数は 21～35 年、
研究協力病院での看護師経験年数は 3～28
年、DPN の経験年数は 3～8 年であった。1
名がケアマネジャーの資格を有し、訪問看
護師とケアマネジャーとしての勤務経験が
13 年あった。役職は退院支援部署の看護師
長が 1 名、副看護師長が 1 名であった。 
(2) 研究協力病院の退院支援に関する実践状
況と問題の把握（表 5） 

DPN4 名とも初回の研究会議の前に、
個々でアセスメントシートを用いて病院の
退院支援の実践状況について分析を行って
おり、分析時間は全員 3 時間を要したとの
ことであった。事前に各自で分析をしてい
たため、研究会議時は DPN 間で積極的に各
項目について議論・検討が行われた。また、
3 回目の研究会議後、各 DPN に分析した内
容から問題と認識した箇所を抽出してもら
った結果、全員が同じ箇所を抽出していた。 
(3) アセスメントシートを用いて病院の退
院支援の実践状況を分析した結果（表 6） 
 アセスメントシートを用いて病院の退院
支援に関する実践状況を分析した結果につ
いて DPN へインタビュー調査を行った所、
利点として、「病院の退院支援の状況や問題
への対応状況について、網羅して把握でき
る」、「病院の退院支援の状況や問題への対
応状況が可視化され、中心メンバー間で情
報共有できる」等があがった。欠点として
は、「アセスメントシートを用いて分析する

のに時間がかかる」ことや、「アセスメント
シートの項目を回答するのに、深く考え、
思考を整理し、文章化するのが大変である」
ことなどがあがったが、「大変だが成果はあ
る」との評価を得た。 
(4) アセスメントシートの有用性に対する評
価（表 7） 
アセスメントシートの項目の説明文につ

いては、DPN より「幹部職の取り組みに関す
る項目について中心メンバーが回答してよ
いか迷った」という意見が聞かれた。項目の
回答のしやすさ、項目の網羅性、問題抽出の
し易さ等については特に指摘はなかった。ま
た、今回研究会議時に研究代表者が司会進行
を行ったが、「ファシリテーターがいる方が
意見はでやすい」と回答があった。 

 

 

表5　特定された問題

カテゴリ サブカテゴリ
問題への
対応状況

退院支援部署のDPNとSW間の連携が不十分な
ことがある
退院支援部署の事務職員と、DPN・SWとの業務
分担・連携が不十分で、業務が非効率なことがあ
る
退院支援部署内の職員全員が参加する定例会
議で、現状の問題が討議されない

DPNの業務量に関する
問題

DPNの人員削減と業務内容増加により負担が増
大している

・対応中

病棟看護師の退院支援への関心・知識に個人差
があり、DPNから働きかけないと個別支援が進ま
ない
病棟看護師が日々の看護業務等に追われ、患者
に寄り添えないことがある
病棟看護師とDPN間で患者情報の共有がうまく
いかないことがある

・対応検討中

DP係に関する問題 DP係により役割の遂行状況に個人差がある ・対応検討中

医師の急性期病院における退院支援の意識が
不十分で、退院間際に退院支援部署のスタッフに
連絡が来る
医師による患者・家族への意思決定支援が不十
分だったり、タイミングが遅れる
医師が退院支援部署のスタッフに頼り切りになる

薬剤師による個別支援
や連携に関する問題

薬剤師が自身で退院支援の必要性を判断して個
別支援をすることが少ない

・対応中

同法人クリニックの看護師の退院支援や在宅療
法支援への意識が不十分
同法人クリニックの看護師が働く状況により、退
院支援や在宅療養支援を実施し難い

同法人の病院との連携
に関する問題

同法人の病院のDPNと密な連携がとれていない ・現時点では
未対応

患者の退院先に関する
問題

医療ニーズが高い患者の転院先を見つけるのが
難しいことがある

・対応中

癌終末期患者への地域
で連携した継続医療・看
護に関する問題

大学病院等から同法人クリニックに紹介された癌
終末期患者の病状進行に応じて、当院を含む地
域の医療機関が連携して継続医療・看護を提供
する体制が未確立

・個別支援は
対応中、しく
みづくりは対
応検討中

「在宅療養指導管理料に合わせた医療機器や物
品を準備するためのリスト等」が、最新のものに
合わせて更新できず、準備に不備が生じる
「病院スタッフが、退院支援に関する情報を共有
できるしくみ」はあるが、電子カルテに記載した退
院支援に関する情報が、他の情報に埋もれて見
落とされてしまう
・電子システムによる「個々の患者の退院支援の
状況が一目で把握できるような用紙等（チェックリ
ストなど）」がなく、各患者の退院支援の状況がす
ぐに把握し難い

個々の患者の退院支援
の質を保障するための
しくみに関する問題

・現時点では
未対応

・対応検討中

同法人クリニックの看護
師による個別支援や連
携に関する問題

・対応検討中

医師による個別支援や
連携に関する問題

・対応中

退院支援部署内の職種
間の業務分担・連携に
関する問題

病棟看護師による個別
支援や連携に関する問
題

・対応中

表6　アセスメントシートを用いて病院の退院支援の状況を分析した結果
カテゴリ

病院の退院支援の状況や問題への対応状況について、網羅して把握できる
病院の退院支援の状況や問題への対応状況が可視化され、中心メンバー
間で情報共有できる
病院の退院支援の状況や問題について各DPNが考えていることを、メンバー
間で知ることができる
普段行っている退院支援に関する業務について振り返りや見直しをする機会
となる
アセスメントシートを用いて分析するのに時間がかかる
アセスメントシートの項目を回答するのに、深く考え、思考を整理し、文章化
するのが大変である
アセスメントシートを用いた分析は、大変だが成果はある

利点

欠点



 
(5) 介入研究結果に対する考察 
介入の結果、退院支援に関する問題を抽出

することができ、アセスメントシートの有用
性が確認された。今後は、協力者から指摘さ
れた項目を修正し改定版を作成する。また、
今回は急性期病院 1 施設への介入であったた
め、システム整備の状況や特徴の異なる病院
で介入を行い、アセスメントシートの汎用性
を高める必要がある。 
 
【研究全体のまとめ】 
 本研究では、全国の DPN によるシステム
整備への関与の実態を把握した。さらに、病
院の退院支援に関する実践状況のアセスメ
ントシートを開発して、急性期病院 1 施設に
介入を行い、アセスメントシートの有用性を
確認した。このアセスメントシートを他の病
院の幹部職や中心メンバーが用いることで、
病院のシステム整備の現状や問題を的確に
把握でき、効果的・効率的にシステムを整
備・改善することに寄与できると考える。 
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表7　アセスメントシートの有用性に対する評価
評価事項 協力者による評価内容

項目の説明文
の理解のしや
すさ

・項目の説明文は、幹部職の取り組みに関する項目につ
いては中心メンバーの私たちが回答してよいか迷った。
それを除けば、理解しやすかった。
・項目ごとに考えなければならないことは、特に迷わな
かった。

項目の重複感 ・特に感じなかった。
項目の網羅性 ・網羅できていると思う。足りないと思う項目はなかった。
問題抽出のし
やすさ

・研究会議でアセスメントシートを用いて病院の退院支援
の状況を把握した後、その情報をもとに各自で問題を抽
出することができた。

その他 ・一人で考えるよりかは、ファシリテーターがいる方が意
見は出やすいように感じる。

項目への回答
のしやすさ


